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1.2つ に識別される未確定事項

監査論上,こ れまで想定されてきた重要な 「未確定事項」は,一 定程度発生

可能性の高い事象を想定 し,「将来に発生す る事象の結果が経営者に見積 もれ

ず,監 査人 も経営者のその判 断に同意1)し ている場合のその項 目」(以 下,

1)経 営 者 の主 張 に対 す る監 査 人 の 「同 意」 とい う考 え方 は,Meigs(1959,8)に

見 られ る。そ こには次 の よ うに記 されて い る。
「… そ れで は ,も し貸借 対 照 表又 は損益 計 算 書 の重 要 な項 目の 表示 につ い て監

査 人 が 同意 で きな い(doesnotagreewith)場 合 は,彼 は どの よ うな行 為 を行

うべ きなの だ ろ うか?例 えば,返 済の 見 込み が薄 い相 手 方 の債務(baddebts)

に対 す る引 当 金 が(監 査 人の 意 見 で は)受 取 債権 につ い て起 こ りそ うな 回収 可

能損失 を填 補す るの に十 分 で はない場 合 を考 えて み よ う。

監査 人 は まず この 問題 につ い て経 営 者 と議 論 し,な ぜ評 価 性 引 当金 が不 十 分

だ と 自分 が 考 え て い るの か を指摘 す る。経 営 者 が返 済 見 込 みの 薄 い債 務 につ い

て引 当金 を増額 す る こ とが望 ま しい とい うこ とに同意 す れば(agreesto),そ の

ため の修 正 記 入 が な され る だ ろ う し,問 題 は解 決す る。 も し,監 査 人 の 主張 に

経 営 者 が納 得 せ ず,返 済 見 込 み の薄 い債 務 につ い ての 引 当金 を増 額 しな か った

ら,お そ ら く監 査 人 は,そ の返 済 見 込 みの 薄 い債 務 に つ いて の損 失 に対 す る引

当金 が,特 定 の金 額 分 だ け不 十 分 に見 え る点 を 「除 いて」,財 務 諸 表が 会社 の財

政 状 態 及 び経 営 成 績 を適 正 に反 映 して い る こ と を監 査 報 告 書 で 述 べ る こ とに

よ って 意見 を限定す るだろ う。」(傍 線 筆者)

同様 の記 述 は,PanyandWhittington(1994,39)に も見 られ る。 また,本 文

で後述 す るAICPA(1974),21項 で は,監 査 人が 利 用可 能 な証 拠 に基づ い て経

営 者 の 決 定 に 同 意 で き な い 場 合 が 想 定 さ れ て い る し,PorterandBurton

(1971,488,494-495)で は,見 積 も りの 問 題 に 限 らず,採 用 され た会 計 原則 一

般 に監 査 人が 同意 で きない場 合 が考 え られて いる。

経営 者 の 主張 に監査 人が 同 意 で き るか どうか とい う点 で見 れ ば,そ れ は(1):

特 定 の会 計 上 の指 針 に従 って 財務 諸 表 が作 成 さ れて い る こ とに監 査 人 の 同意が
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「タイプAの 未確定事項」 とする。)と 特徴づけられるものであった。 こうし

たタイプAの 未確定事項は,「 将来に起こる事象の結果が,そ の対応決定時点

で監査人に判断で きないこと」が前提であるが,そ れは経営者がそうした事象

の結果を見積 もれない場合だけには限られないはずである。経営者が見積もり

を行い,そ の結果を財務諸表上反映していたとしても,将 来に起こる事象の結

果が監査人に判明しないため,そ の見積 もり額が証拠2)に よって確かめられな

い点に言及 していると推察で きる文献やケースが実際に存在する。

そうすると,「監査人の対応決定時点で,将 来に起 こる事象の結果が監査人

に判断で きないところのその項 目」を 「未確定事項」 とした場合,そ れには伝

統的なタイプAの 未確定事項 と,「将来に発生する事象の結果を財務諸表上で

経営者 は見積 もっているが,そ の見積 もり額が正 しいか どうか(合 理的かどう

か)が 監査人に判断で きない場合のその項目」であるタイプBの 未確定事項の

2つ があることになる3)。([図1])。 本稿の 目的は,こ の[図1]に あるよう

な2つ のタイプの未確定事項について文献 を紹介 し,タ イプBの 未確定事項に

得 られ るか どうか,そ して(2):そ の よ うな会 計 上 の指 針 が な い状 況 で の経営 者

の判 断 に監査 人の 同意 が 得 られ るか ど うか,の2つ が 当然 考 え られ る。 この う

ち(2)につ い て は,例 え ば,Meigs(1959)に 示 され てい る よう な,返 済 見込 み

の 薄い 債務 に対 す る引 当 金 の見積 も り額 が そ の時 点 で具 体 的 にい くらにす れ ば

よい のか を 定 め る会計 上 の 指針 はな い。 見積 も り額 と して何 が 合 理 的 なの か は

個 々の状 況 に依 存 す るか らで あ る。 こ の よ うな場 合 は,財 務 諸 表 のGAAP(一

般 に認 め られ た会 計原 則)準 拠 性 を確 か め る と言 って も,結 局,経 営 者 の 主張

に監 査人 が 同意 で きるか ど うか とい う点 が重 要 にな って くる。

2)本 稿 で は,「 証拠 」 を 「監査 人 が,経 営 者 の主 張 に同 意 で きる,あ るい は 同意 で

きない状態 に至 った場合 の その根 拠 となる情報 」 と捉 えてお く。 この ような 「証

拠 」 は,「 経 営者 の 主張 に 同意 で きる かで きない か」 とい う意 味 の監査 人が直 面

す る 不確 実 性 を解 消 す る こ と を念 頭 に置 い て い る点 で,ArensandLoebb-

cke(1997,3)の 「証拠 は,監 査 され る情報 が確 立 された 規準 に準 拠 して示 され

てい るか どうか を決 定 す る た め に,監 査 人 に よっ て用 い られ る情 報 と定義 され

る。 …」 に見 られ る 「証 拠」 と同 じ性 質 を持 って い る。

3)未 確 定 事 項 を タ イ プAとBの2つ に分 け る考 え方 は,拙 稿 坂 柳(2004,95-96)

で既 に指 摘 され て い るが,そ こで は,「 継続 企業 の 前提 が不 成 立 の場合 の 監査 人

の対 応」 を検 討す る こ とに主 眼 が あ った た め,未 確 定事 項 一 般 につ い て十 分 に

論 じられ て い る とは言 えな い。 なの で,本 稿 以 降 で重点 的 に検討 を行 う必 要 が

あ る。
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ついては,事 例を紹介することである。ただ,本 稿で紹介で きるタイプBの 未

確定事項の事例は,PubcoCorporationの1979年 監査報告書だけなので,よ り

詳細な事例の紹介は,一 タイプAの 未確定事項の事例と比較する形で一別稿「2

つの タイプの未確定事項一事例の紹介 と分析(1)一」,『商学討究』(小 樽商科大

学),巻 号未定(以 下,「 別稿」 とする。)以 降に委ねられる。

[図1]-2つ の未確 定 事項

将来に発生する事象の結果が経営者に見積 もれず,

タイプA 監査人も経営者のその判断に同意 している場合のぞ

の項目
未確定事項(※)

将来に発生する事象の結果を財務諸表上で経営者

タイプB は見 積 もっ て い るが,そ の見 積 も り額 が正 しいか ど

うかが監査人に判断できない場合のその項目

※ もちろん,将 来に発生する事象の結果が将来(の 財務諸表)に 金額的に重要な

影響を与えるものを前提にしており,当 期の財務諸表についての監査人の対応

を決定する上でも,そ の金額的重要性ゆえに問題になるものを前提にしている。

また,「項目」という用語で,(1):経 営者及び監査人が実際に直面する様々な状

況そのものを指す場合と,(2>:そ うした状況下で,財 務諸表監査上問題になる

特定の項目を指す場合がある。

本稿には,今 までメインに考えられてきたタイプAの 未確定事項 に加えて,

これまで十分意識されていなかったタイプBの 未確定事項についても今後考慮

する必要があることを提案する意図があるのだが,そ の提案を通 じて,2つ の

未確定事項それぞれに直面 した場合の監査人の対応が演繹的にどうなるのかを

考える必要が出て くる。そして,そ うした監査人の対応 を導 く理論 フレームワー

クを構築することで,日 本の監査基準(及 び関連実務指針)や,そ れらに影響

を与えている米国監査基準書や国際監査基準 を評価するための軸ができること

になる。これまで未確定事項に関する監査人の対応を論 じて きた先行研究 と,

どこが同じでどこが違 うのかを明らかにした上で構築 されるそのような理論フ

レームは,同 時にそうした先行研究が論理的に正 しいのか,間 違っているのか

を見極める軸にもなる。そのような軸は,今 後の監査研究者の貴重な財産にな
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るだろう。

もちろん本稿では,2つ の未確定事項それぞれに直面 した場合の監査人の対

応が どうなるのかという課題については,一 その中には,タ イプAの 未確定事

項に比べてあまり知 られていないタイプBの 未確定事項の考え方に対 して,本

稿執筆時点で既に提起 されている批判(林(2005,70))や,今 後あ り得る批判

に対する反論も含 まれるが一紙幅の都合で取 り扱 うことができない。 また,そ

のような監査人の対応 を導 く理論フレームワークを用いた文献や制度の評価 も

行 えない。そこで これらの課題は,次 稿 「未確定事項 に直面 した監査人の対応

一文献 ・制度の評価(1ト 」
,『商学討究』(小樽商科大学),巻 号未定(以 下,「次

稿」 とする。)以 降で取 り組むことになる。

しか し,筆 者の未確定事項プロジェク ト全体の見通 しを読者に示す上では,

どのような議論が今後展開されるのか,そ の概略を説明 しておいた方が有益だ

ろう。企業会計審議会(2002)申 の現行監査基準 「第四 報告基準 五 監査範

囲の制約4」 は,次 の ように記 している。

「監査人は,将 来の帰結が予測 し得ない事象又は状況について,財 務諸表に

与える当該事象又は状況の影響が複合的かつ多岐にわたる場合には,重 要な監

査手続 を実施できなかった場合に準 じて意見の表明ができるか否かを慎重に判

断 しなければならない。」(傍 線筆者)

監査人にとって,「 将来の帰結が予測 し得 ない事象又は状況」 とは,本 稿の

タイプAとBど ちらの未確定事項だろうか。あるいは次のように言ってもよい。

監査人にとって 「将来の帰結が予測し得ない事象又は状況」において,経 営者

は将来の帰結を予め当期の財務諸表上認識 しているのだろうか,そ れとも認識

できないので認識 していないのだろうか。それによって,こ の規定が理論的に

正 しいか どうかが決 まって くる。こうした制度や文献の評価 を次稿以降では行

う。

本稿 の構成は,以 下の通 りである。2節 では,こ れまで広 く受け入れ られて

きたタイプAの 未確定事項の文献 を紹介する。対照的に3節 では,タ イプBの

未確定事項に言及 している文献(中 西(1963))と 実際のケース(PubcoCor一
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porationの1979年 監査報告書)を 紹介する。最後の4節 では本稿のまとめを行

い,未 確定事項をタイプAとBに 識別する議論の今後の展望 ・課題を示す。

2.タ イプAの 未確定事項

本節では,タ イプAの 未確定事項に言及 している文献を紹介する。やや冗長

になるが,こ こでの文献紹介が,後 に文献や事例(別 稿以降も含む。)に よっ

て示 されるタイプBの 未確定事項 を際立たせるための素材として役立つことを

期待 している。最初は,米 国監査基準書第2号(AICPA(1974))及 び第58号

(AICPA(1988))(以 下,そ れぞれ 「SAS2」 及び 「SAS58」 とする。)で ある。

2--1SAS2と その関連規定

最初 に,SAS2の 規定を紹介する。その21～22項 では,見 積 もりを行 う経営

者にとって,何 か将来に発生する事象があり,そ の事象の結果を経営者が見積

もれない状況が問題になっていることがわかる。見積 もれるか どうかは事実の

問題なので,当 然そのような状況に経営者が直面することを想定する必要があ

る。

「財務諸表を作成する際に,経 営者 は将来事象の結果について見積 もりを用

いることが期待 されている。見積 もりは,通 常償却性資産の耐用年数,受 取債

権の回収可能性,棚 卸資産項 目の実現可能価額,そ して製品保証のための負債

額 といった事項に関係 してなされる。大抵の場合,監 査人は,様 々なタイプの

監査証拠一 この中には,当 該事業体の過去の経験 も含まれる一及び将来事象の

影響 を見積 もる際の証拠の関連性(relevance)を 考慮 して,経 営者の見積 も

りの合理性 に関して満足することができる。22項 に示されているように,そ の

結果が合理的に見積もれないとい うことがなければ,そ の事項は本基準書の 目

的上未確定事項 とは考えられない。 もし監査人が,利 用で きる証拠に基づい

て,経 営者の決定に同意できず,財 務諸表に与えるその影響が重要であるなら

ならば,一 般に認められた会計原則からの乖離を理由 として,監 査人は限定意
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見ないしは不適正意見を表明すべ きである。」(21項)(傍 線筆者)

「ある場合には,財 務諸表又は財務諸表に要求される開示 に影響を与える可

能性のある事項の結果が合理的に見積 もれないことがあるが,そ のような事項

が本基準書の 目的上未確定事項と考えられることになる。そのような未確定事

項がある時には,財 務諸表を修正すべ きかどうか,あ るいは修正するとした ら

い くらで修正すべ きかを決定することができない。」(22項)(傍 線筆者)

問題は,経 営者が将来に起 こる事象の結果について 「合理的な見積 もりがで

きない」と判断している場合に,監 査人が どう判断 しているかである。この点,

21項の 「もし監査人が,利 用できる証拠に基づいて,経 営者の決定に同意でき

ず,財 務諸表に与えるその影響が重要であるならば,一 般に認められた会計原

則か らの乖離 を理由として,監 査人は限定意見ないしは不適正意見を表明すべ

き」 との記述 に注 目しよう。この記述は,合 理的な見積 もりができないとする

経営者の判断に監査人が同意 していなければ,監 査人はそ うした経営者の判断

を 「除外事項」4)にすべ きことを示 している。

そうすると,こ うした除外事項 とされる場合 を除いては,SAS2の21～22項

は,将 来事象の結果について経営者が 「合理的な見積 もりができない」 と判断

4)本 稿 の 「除外 事 項」 とは,(1):GAAP(あ るい は会 計基 準)に 照 ら して虚偽 で

あ る こ とが 監 査 人 に確 か め られた と ころの 項 目,(2):及 び 「監 査 範 囲 の制 限」

が あ っ た場 合 に,虚 偽 が あ るか ど うか を監査 人 が確 かめ る こ とが で きなか っ た

ところ の項 目 を指 す 。 もち ろん 除外 事 項 は,虚 偽 表示 の 影響(潜 在 的 な影響 も

含 む。)が 重 要 だ と監査 人が判 断 してい る ものに 限定 され る。

また,こ こで の 「監査 範 囲 の制 限」 とは,(1):経 営 者 が監 査 に協力 せ ず,監

査 人 の 質 問 に答 え ない 場合,(2):災 害 に よ って そ の会 社 の会 計 上 の記 録 が紛 失

し,監 査 を実 施す るこ とが で きない場合 の ように,経 営 者 の財務 諸表 がGAAP(あ

るい は会 計 基 準)に 照 ら して 正 しいか ど うか を判 断す るた めの 証拠 が 監査 人 に

得 られ ない状 況 を指 してい る。 「将 来 に起 こる事象 の結 果 が監 査 人 に判 断で きな

い」事 態(※)が 何 を原 因 と して起 こる の か は,監 査 人 が直 面 す る個 々の状 況

に依存 す る。 な ので,※ が監 査 範 囲の 制 限に よ って生 じ得 る ことは わか っ て も,
「監査 範 囲 の 制 限 に よっ て しか起 こ り得 な い」 こ とを論証 す る こ とはで きない

はず で あ る。 そ うだ とす れ ば,監 査 範 囲 の制 限 が な くて も※の事 態 が 生 じる こ

とを想 定 して議 論 をす る必 要が あ る し,こ れ までの 文献 ・制 度 はそ う して きた。

本 稿,別 稿 以 降及 び次稿 以 降 の議 論 も監査 範 囲 の制 限 を理 由 と しな いで ※ の事

態 が起 こる こ とを前 提 にす る。
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している場合に,監 査人はそうした経営者の判断には同意 している状況を想定

していることがわかる5)。その状況下での,合 理的な見積 もりができないとこ

ろのその項 目(例 えば,係 争事件,受 取債権)は,正 に本稿のタイプAの 未確

定事項である。

一 方
,こ う した 未 確 定 事 項 に直 面 した 監 査 入 の 対 応 は,"subjectto"opin-

ion(以 下 のSAS2の 規 定 で,「 限 定 意 見 」 と呼 ば れ て い る もの で あ る 。 ま た,

5)「 合 理 的 な見 積 も りが で きない」 とす る経 営 者 の判 断 に対 して,監 査 人 の判 断

と して 「合理 的 な見 積 も りが で きる状 況 なの か どうかが わ か らない」(※)と い

う事 態 は起 こ るの だ ろ うか。 も し,経 営者 に 「合理 的 な見 積 も りが で きるか ど

うか が わ か ら ない」 とい う会 計 認識 上 の 選択 肢 が あ れ ば,そ の 選択 は,監 査 人

の ※の判 断 に よって適切 で あ る(除 外 事項 な し)と い うこ とにな る。

しか し,特 定 の項 目につ い て,経 営者 に 「財務 諸 表 本体 に認 識 で き るか どう

か が わか らない」 とい う事態 が仮 に あっ た と して も,そ れ は最 終 的 に認 識す る,

あ るい は認 識(で き ない ので)し ない とい う形 で解 消 され なけ れ ば な らな いで

あ ろ う。 「利 害 関係者 に対 す る財 務 諸 表の 公表 」 とは,契 約 に基づ く取 引 の結 果

や 経 済事 象 の 結 果 を,最 終 的 に財務 諸 表 本体 に認 識す る,あ るい は認 識 しない

とい う形 で反映 させ る ことだ った はずだ し,現 にFASB(1975)の10～11項 で も,

経 営者 には 「見 積 も り可 能」 と 「見積 も り不 可能」の2つ の選択 肢 しか な く,「見

積 も りが で き るか どうか が わか らな い」 とい う3つ 目の 選択 肢 は用 意 され てい

ない。 また,利 害関係 者 の観 点か ら見 て も,財 務 諸表 本体 に記 載 がな けれ ば 「認

識 してい ない」,記 載が あれ ば 「認識 してい る」 と判断 せ ざ るを得 ない だろ う。

そ うす る と,「合 理 的 な見積 も りが で きるか ど うか が わか らない」 とい う認 識

面 の 選択 肢 が 会 計報 告 上経 営 者 に認 め られ ない 状 況 で は,そ の 選択 が 適切 で あ

る こ とを支持 す る監 査 人 の判断,即 ち,「 合 理 的 な見積 も りがで きる状 況 な のか

ど うかが わか らな い」との判 断 を,議 論 の上で 考慮 す る意味 は ない こ とが わか る。

これ に よ り,監 査 人 の 選択 肢 は,経 営 者 の 「見積 も り」 とい う認 識 行為 自体 が

適 切 か ど うか につ いて は,「 同 意す る」 あ るい は 「同意 しな い」 の2つ しか ない

こ とにな る。本稿,別 稿 以 降及 び次 稿以 降 の議論 で は,(1):経 営 者 に とって の 「合

理 的 な 見積 も りが で き るか ど うか が わか らない 」 との 判 断,及 び②:監 査 人 に

とって の 「合 理 的 な見積 も りが で き る状 況 なの か どうか が わか らな い」 との 判

断 を考 慮す る意 味 ・必要 性 は ない もの と し,こ の点 には再度 言及 しない。
一 方

,本 稿 の 「タイ プBの 未確 定 事 項」 に関 して は,筆 者 は 「見 積 も り」 と

い う経営 者 の 認識 行 為 自体 が 適切 か ど うかが 証拠 に よっ て確 か め られ ない 点 を

問題 に して い るの では な く,「見 積 も り数値 」 とい う測 定 面の合 理性 を監査 人 が

判 断 で きない状 況 を想定 してい る。経営 者 が測定 数値 を決 定 し,財 務 諸表 上 で見

積 も り額 を認識 したが,そ の認識 の仕 方が監査 上問 題 になる とい うこ とであ る。
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以 下 の 記 述 で は,"subjectto"の 二 重 括 弧("")を 省 略 す る。)6)で あ っ た 。

subjecttoopinionの 適 用 場 面 と特 徴 は,そ れ ぞ れ24～25項 に,そ の 文 例 は39

項 に示 され て い る。 タ イ プAの 未 確 定 事 項 に直 面 した 監 査 人 は,将 来 事 象 の 結

果が不確実であることに起因して,将 来事象の結果が財務諸表に反映されてい

ない こ と を指 摘 す るsubjecttoopinionを 表 明 す る か ど う か の 判 断 を 迫 られ て

い た の で あ る 。

6)subjecttoopinionが 文 献 上 「条 件 付 意 見 」 と訳 さ れ て い る こ と は 筆 者 も知 っ て

い る し,辞 書 的 な 意 味 と し て,"subjectto"に 「条 件 と し て 」 と い う訳 が 当 て

ら れ て い る こ と も知 っ て い る 。 し か し,AICPA(1963,73)(46項)のsubject

toopinionの 文 例"lnouropinion,subjecttothesuccessfulconclusionofX

projectandultimaterecoverytherebyoftherelateddeferredresearchandde一

velopmentcostsintheamountof$describedinNote,theaccom-

panyingfinancialstatements..."(傍 線 筆 者)の 傍 線 部 の 記 述 の よ う に,subject

to以 下 の 箇 所 で 「将 来 の 特 定 事 象 の 発 生 を 前 提 に し て い る こ と に 監 査 人 が 言 及

する場合」(※1)と,タ イプAで あれBで あれ,未 確定事項に関して 「将来に

実際に発生する事象の結果が財務諸表作成時点でわかったとした場合に,当 期
の財務諸表に与えるはずの重要な金額的影響が,当 期の財務諸表に反映されて

いるわけではないという意味で,当 期の財務諸表が未確定の影響を現に受けて

い る こ とに監 査 人 が言 及 す る場 合」(※2)で は,同 じ"subjectto"と い う表

現 で も,訳 し方 を変 える必 要が あ るだ ろ う。subjectto以 下 の指 してい る内容 が,

※1と ※2で 違 うか らで あ る。 意味 内 容 を わか りやす く読 者 に伝 える に は,※

1と ※2そ れ ぞれ につ いて訳 を変 える必要 が あ る。

これ まで 「条件 付 意 見」 と訳 され 続 け て きた 理 由 と して は,後 に本 文 で紹 介

す るSAS2,39項 の

(1):"lnouropinion,subjecttotheeffects,ifany,onthefinancialstatements

oftheultimateresolutionofthematterdiscussedintheprecedingpara一

graph…"(傍 線 筆 者)や

(2):"lnouropinion,subjecttotheeffectsofsuchadjustments,ifany,as

mighthavebeenrequiredhadtheoutcomeoftheuncertaintyreferredtoin

theprecedingparagraphbeenknown,…"(傍 線 筆 者)の 傍 線 部 の 記 述 内 容(※

3)と,先 に 示 し たAICPA(1963,73),46項 の 傍…線 部 の 記 述 内 容 の 違 い,及 び

※3と,

(1):ButtesGas&OilCo.の1978年AnnualReport中 の 監 査 報 告 書 の"ln

ouropinion,subjecttotheabilityoftheCompallytorealizethecarryingvalue

oftheabovementionedmanufacturingfacilitycomponents..."(傍 線 筆 者)

(2):HeclaMiningCompanyの1977年AnnualReport中 の 監 査 報 告 書 の"ln

ouropinion,subjecttotheultimaterealizationofthecarryingvalueofthe

Company'sinvestmentintheLakeshoreMineandthesecuringofadequate
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「監査人の監査の時点では,不 確実性の帰結に関する証拠が存在すると期待

す ることはできない。なぜなら,そ の帰結が判明するのも不確実性の帰結に関

す る証拠が入手できるのも将来のこと(prospective)だ からである。財務諸

表について意見を形成する際に監査人が果たす機能には,経 営者が将来事象の

結果を見積 もれない場合でも,そ れを監査人が見積 もることは含 まれない。重

要な不確実性があ り,そ の結果が合理的に見積 もれない場合,監 査人は25項 に

示 されているように,無 限定適正意見を表明するか,限 定意見を表明するかを

考慮すべきである。不確実性の帰結が財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性が

ごくわずか しかない と結論づけたならば,監 査人は不確実性が存在することを

理由に意見を修正する必要はない。」(24項)(傍 線筆者)

「不確実性が問題になる場合において,そ の影響を受けている財務諸表項 目

が,当 該不確実性の結果が判明 していない点以外の全ての点について,監 査人

は一般 に認められた会計原則に準拠 して表示 されているかどうかについての意

見を形成することがで きるはずである。財務諸表が一般に認め られた会計原則

に準拠 して表示 されていることに満足 しているならば,お そ らく監査人は,不

financingreferredtointheprecedingparagraphs,_"(傍 線 筆 者)

の 傍線 部 の記 述 内容 の 違 い(本 質 的 には,上 記 ※1と ※2の 違 い)が 理解 され

てい なか っ た可 能性 が あ るか ら,と い う点 を指 摘 してお く。 「条件 付 意見」 と訳

され続 け て きた こ と を与件 と しな いで 頂 きたい。 既 に争 いの 生 じてい る点 が あ

る に もか かわ らず,特 定 の実務 な り考 え 方 な りを与 件 とす るの は,研 究 に とっ

て 有益 な こ とでは ない よ うに思 え る。

以上 を踏 まえ た上 で,本 稿 及 び今 後 の議 論 で は,※2に つ い ては,「 ～ の影 響

を受 け て はい る が」 の よう に,財 務 諸 表 が,上 記 ※2傍 線 部 の よう な意 味 で,

未 確 定 の影 響 を受 けて い る こ とを監 査 人 が伝 達 す る表 現 を用 い て訳 す こ とにす

る。 ※1に つ い て は,訳 が様 々考 え られ るが,例 え ば,「 条 件 と して」 と訳 して

お け ば よい。 タイ プAで あれBで あ れ,将 来事 象 の 結 果 に関 す る不確 実性 が 財

務 諸表 に与 えて い る影響 には言 及 しない のが ※1の はず なの で,「 ～ の影響 」 と

い う訳 は使 えな い。 本稿 で指摘 す る ※1と ※2の 違 い が あ る に もか か わ らず,

なお一律 に"subjectto"を 「条件 と して」 と訳 す と した ら,そ れ は なぜ なのか,

また そ う訳 す場 合 に,※2に 関 してお そ ら く問題 に なる"subjecttotheeffect

(s)…"の 訳 で あ る 「～ の影響 を条 件 と して」 とは,日 本 語 と して ど うい う意 味

か(監 査 人 が何 につ い て言及 して い るの か),に つ い てsubjecttoopinion研 究

者(あ るいは未 確定 事項研 究 者)は,説 明す る必要 が あ るだろ う。
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確実性があることを理由とした限定意見 を適切に表明するだろう…。…」(25項)

(傍線筆者)

「財務諸表に影響 を与えている不確実性 を理由とした限定報告書の例は,以

下の通 りである。

(独立の区分)

財務諸表の脚注 ×に示されているように,会 社は,特 許権侵害行為を行った

ことを申し立てる訴訟,及 び特許権使用料及び懲罰的損害賠償金を請求する訴

訟の被告になっている。会社は反訴の手続をとり,原 訴及び反訴についての予

備審問及び証拠開示手続が現在進行中である。会社の取締役及び顧問弁護士は

十分勝訴する見込みがあると信 じているが,当 該訴訟の最終的な結果 を現時点

で決定することはできず,結 果 として生 じる可能性のあるあ らゆる負債 に対す

る引当ては,財 務諸表上では一切なされていない。

(意見区分)

我々の意見では,前 段落に示 した事項の最終的な帰結が財務諸表に影響一 も

しあれば一 を与 えてはいるが(subjectto),上 で言及 した財務諸表は…を適正

に表示 している。

または,

我々の意見では,前 段落で言及 した不確実性の結果を知 り得ていたならば必

要 に な っ た で あ ろ う修 正 の影 響 一 も しあ れ ば一 を 受 け て は い る が(subjectto),

上 で言 及 した 財 務 諸 表 は … を 適 正 に表 示 して い る 。」(39項)(傍 線筆 者)

他 方,FASB(1975)に よ り 「偶 発 損 失 」7)の会 計 処 理 が 規 定 され た(3,8,

10項,脚 注6)([図2])が,こ のFASB(1975)とSAS2の 関係 に つ い て,

AICPA(1978,475)(14項)の 記 述 の 要 点 を ま とめ る と,次 の よ うに な る。

7)偶 発 損 失 につ い ての 説 明 は,「 偶 発事 象 」 に つ いて 定義 したFASB(1975),1

項 に見 られ る。 そ こで は,次 の ように記 され てい る。
「1つ あ るい は複数 の将 来事 象が発 生 す る,あ るい は発生 しない場 合 に最終 的

に判 明す る よ うな,企 業 に とっ て将 来発 生 す る可 能性 が あ る利 得(以 下,「 偶 発

利 得」 とす る。)ま た は損 失(以 下,「 偶発 損 失」 とす る。)に つ い て の不確 実 性

を表す 現在 の状 態,状 況,あ るい は環 境」
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① 偶発事象 を解決する将来の1つ の事象 あるいは複数の事象の発生可能

性が 「ある程度ある」状況で,損 失金額の見積 もりができない場合に,そ

の不確実性の帰結が もたらす潜在的な影響が重要であると結論 した場合 に

は,監 査人は自らの意見 を修正するかもしれない。

② 偶発事象を解決する事象の発生可能性が高いが,そ の損失金額を見積 も

ることができない場合に,監 査 している財務諸表にその不確実性の帰結が

重要な影響をもたらすと監査人が考えれば,彼 は意見を修正すべ きである。

このAICPA(1978,475)は,SAS2の22,24項 を念頭に置いて(13項)上

のように記 しているので,こ こでの 「意見を修正する」 とは,「SAS2に 見 られ

るsubjecttoopinionを 表明する」ことを意味している。するとAICPA(1978)

によれば,FASB(1975)に 示された状況で監査人がsubjecttoopinionを 表

明する余地があるのは,[図3]の 網掛け部分になることがわかる。

[図2]

損失(を もたらす事象)の 発生可能性

高 い

(probable)

あ る程 度 あ る

(reasonably

possible)

低 い

(remote)

損失金額
見積 も り可 能 引 当 金 注 記 開 示 注 記 不 要

見積もり不可能 注 記 開 示 注 記 開 示 注 記 不 要

[図3]

損失(を もたらす事象)の 発生可能性

高 い

(probable)

あ る程 度 あ る

(reasonably

possible)

低 い

(remote)

損失金額
見積 も り可能 引 当 金 注 記 開 示 注 記 不 要

見積もり不可能 注 記 不 要

2-2SAS58の 規定

次 に,SAS58の 規定を紹介する。将来に起 こる事象 の結果について,経 営
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者に合理的な見積 もりがで きない旨の記述は,23項 に見 られる。 ここでも監査

人がその時 どう判断 しているかが問題になる。この点,合 理的見積 もり不能 と

の経営者の判断を 「不適切な会計原則」(20項)の 適用 という形で,監 査人が

除外事項にする場合の規定は21項 に見 られるが,23項 には見 られない。23項 で

は,こ こでの経営者の判断を除外事項にしているのではな く,監 査人は当該経

営者の判断に同意していることがわかる。

「しか しなが ら,あ る場合 には,要 求される開示を含めて財務諸表に影響を

与える可能性のある将来事象の結果が経営者によって合理的に見積 もれない。

このような未確定事項(uncertainties)が 存在 している場合には,財 務諸表を

修正すべ きか どうか,あ るいは修正するとしたらい くらで修正すべ きかを決定

することはで きない。そのような事項が,監 査報告書に説明区分を加える必要

性 を考慮す るために,未 確定事項 と考えられることになる。(ゴ ーイ ング ・コ

ンサーンに係 る事項以外で)(将 来事象の結果についての一筆者挿入)不 確実

性が問題になる事項があることを理由として,監 査報告書に説明区分を加 える

かどうかを決定する際に,監 査人はその不確実性の結果によって引 き起 こされ

る重要な損失の発生可能性を考慮する。」(23項)(傍 線筆者)

「重要な損失の発生可能性が低い場合 もし,不 確実性が問題になる事項の

帰結か ら生 じる重要 な損失の発生可能性が低い もので しかない と経営者が考

え,監 査人も納得 している場合には,そ の事項があることを理由として監査人

が監査報告書に説明区分を加えることはないだろう。」(24項)(傍 線筆者)

「重要な損失の発生可能性が高い場合 重要な損失の発生可能性は高いが,

潜在的な損失の金額あるいは金額の範囲を経営者が合理的に見積もることがで

きないために,財 務諸表上で引当金を計上することができない と経営者が考

え,監 査人も納得 している場合には,監 査人は不確実性が問題になるその事項

があることを理由として,監 査報告書に説明区分 を加えるべ きである。…」(25

項)(傍 線筆者)

「重要な損失の発生可能性がある程度ある場合 不確実性が問題になる事項

の帰結から生 じる重要 な損失の発生可能性が低 くはないが高 くもないと経営者
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が考え,監 査人 も納得 している場合には,監 査人は監査報告書に説明区分を加

えるか否かを決定する際に,以 下の事項 を考慮すべ きである。

・発生可能性がある程度ある損失の金額が,重 要性についての監査人の判断

を超える場合のその大 きさ

・重要な損失の発生可能性(例 えば,そ の発生可能性が 「低い」に近いか 「高

い」に近いか)

監査人は,発 生可能性がある程度ある損失の金額が大 きくなるつれ,あ るい

は重要な損失の発生可能性が高 くなるにつれ,監 査報告書に説明区分を加える

ことになりそうである。」(26項)(傍 線筆者)

今まで紹介した24～26項 の指針に従って,監 査人は監査報告書の意見区分の

後に説明区分を加えるかどうかを決定する。説明区分の文例は,次 の通 りである。

「不確実性 について記述する(意 見区分の後の)説 明区分の例は,以 下の通

りである。

財務諸表の脚注 ×に示 されているように,会 社 は,特 許権侵害行為を行った

ことを申し立てる訴訟,及 び特許権使用料及び懲罰的損害賠償金を請求する訴

訟の被告になっている。会社は反訴の手続をとり,原 訴及び反訴についての予

備審問及び証拠開示手続が現在進行中である。当該訴訟の最終的な結果を現時

点で決定することはで きない。従って,判 決によって生 じる可能性のあるあら

ゆる負債に対する引当ては,財 務諸表上では一切なされていない。」(32項)(傍

線筆者)

24～26項,及 びSAS58が タイプAの 未確 定事項 を想定 している(23項)と

ころから判断 して,SAS58の 説明区分の記載対象になる領域 は,[図4]の 網

掛け部分になる。この[図4]と2-1で 示 した[図3]に よると,subject

toopinionを 表明する領域 と説明区分の記載対象 になる領域は,概 念上は同 じ

であることがわかる8)。

8)SAS58の 説 明 区分 記 載 の 実務 は,そ の 後1995年 に公 表 され た監 査基 準 書 第79号

(AICPA(1995))(以 下,「SAS79」 とす る。)1～2項 に よっ て廃 止 され た。

このSAS79の 評価 につい て も,次 稿 以 降で展 開す る。
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[図4]

損失(を もたらす事象)の 発生可能性

高 い

(probable)

あ る 程 度 あ る

(reasonably

possible)

低 い

(remote)

損失金額
見積 もり可能 引 当 金 注 記 開 示 注 記 不 要

見積もり不可能 注 説 開 示 注 記 不 要

2-3タ イプAの 未確定事項に言及 しているその他の文献

以上の ように,SAS2とSAS58は タイプAの 未確定事項 を想定 し,そ れに直

面 した監査人の対応は,そ れぞれsubjecttoopinionと 説明区分であることを

紹介 した。それでは,基 準書以外の文献はどうだったのだろうか。ここで も多

少冗長に思える紹介をするのは,確 かにタイプAの 未確定事項 と解釈で きる文

献があることを実際の記述をもって読者に示 したいからである。なお,よ り詳

細な文献紹介及びその批判的検討 ・評価は次稿以降に譲ることにす る。

・佐藤他(1966,156)

「監査人が意見の表明を行なうことができない場合 とは,意 見を形成するの

に必要な合理的な基礎 をえられない ときであ り,し たがつて,監 査 を実施

した結果十分な証拠 を入手できないときに限 られる。

十分な証拠 を入手できない場合 とは,監 査範囲に著 しい制限があつたと

きと,財 政状態お よび経営成績 に重要な影響をお よぼすおそれのある異常

な 未 確 定 事 項(unusualuncertainties)が 存 在 して い る と きで あ る。

異 常 な 未確 定 事 項 と は,訴 訟,税 務 上 の 問 題 な ど,監 査 意 見 決 定 当 時 に

おいて,監 査人側 も,会 社側 もその結果をまつた く予測す ることがで き

ず,い わゆる天のみぞ知る,と いつた状況をいう。 こういう未確定事項が

存在 していれば,ど んなに監査手続を追加 しても,そ の影響額について合

理的な決定を行なうことは不可能である。このような場合,し かもその結
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果次第によつては,会 社 の基盤に重大な影響があるほど著 しく巨額である

ことが予測 される場合 には,監査人は意見差控を行 なわなければならない。

その影響額が著 しく巨額でない場合には,限 定付適正意見 となることは,

監査範囲の制限の場合 と同じである。」(傍 線筆者)

この文献は,「監査意見決定当時において,監 査人側 も,会 社側 もその結果

をまつた く予測することができず」 との記述にあるように,「予測できるかど

うかが問題になるような将来事象の結果について,経 営者 と監査人双方がその

結果について 「予測できない」 という形で同意 している」(※1)こ とを想定

していることがわかる。「予測できない」=「見積 もりできない」と単純に考え,

※1を 踏まえて,「 この文献はタイプAの 未確定事項を想定している。」 と結論

づけるのは簡単である。 しかし,「予測」 と 「見積 もり」をイコールと考えて

よいのか,と いう批判が考えられるため,少 なくともこの文献の理解にあたっ

てはそう考えてよいことを以下に示す。

佐藤他(1966,156)で は,「 こうい う未確定事項が存在 していれば,ど んな

に監査手続 を追加 しても,そ の影響額について合理的な決定を行なうことは不

可能である」 とされている。 ここでの 「影響額」 とは,「財政状態および経営

成績に重要な影響をおよぼすおそれのあるJと いう記述か ら判断 して,財 務諸

表に与 える影響額であることがわかる。 もちろん,「 どんなに監査手続を追加

して も」 という記述か ら見て,こ こで 「影響額について合理的な決定を行なう

ことが不可能である」主体は監査人である。

そうすると,こ こでの監査人は,「将来事象の結果が予測で きないことによっ

て,そ の結果の財務諸表に与える影響額を合理的に決定す ることがで きない」

(※2)の だ,と いうことがわかる。一方,2つ 前の段落※1の ように,結 果

の予測不能性 については経営者 と監査人の判断は一致 しているから,次 に問題

になるのは,そ の予測不能な結果について,経 営者が財務諸表上 どのような対

応 を選択 しているかである。

この時,経 営者が 「財務諸表に与える影響額 は決定で きる」(※3)と 主張

した としよう。監査人は前段落※2の ように判断 しているか ら,こ の場合経営
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者の※3の 判断は,監 査上 「除外事項」になるはずであ り,「未確定事項」に

は該当しない。 しかし,こ の文献 は,財 務諸表項 目のGAAP準 拠性違反とい

う意味の除外事項は想定 してお らず,「 未確定事項」について説明 している。

とい うことは,「未確定事項」につい七のこの文献の主張を正確に理解する上

では,経 営者が※3の ように判断す る,と 考えるのは誤 りであることがわかる。

そうすると,文 献中明示 されているわけではないが,こ の文献の経営者は「財

務諸表に与える影響額は決定できない」(※4)と 判断 していることがわかる。

将来に起こる事象の結果 について,経 験に基づ き予め当期の財務諸表に与える

影響額を決定し,そ れを財務諸表に反映させる行為を,本 稿では 「見積 もり」

という概念で捉 えているし,そ のような捉え方は監査 ・会計研究者が大きく反

対するものではないだろう。※4と,4つ 前の段落※1よ り,こ の文献はタイ

プAの 未確定事項に言及 していると結論づけてよいことになる。

・鳥羽(2000,159)

「しか し,会 社 において生起する経済的事象のなかには,す でにその原因は

当期において発生 しているものの,そ の金額 を経営者が過去の経験等を基

礎 にして合理的に測定することができず,

営者以外の第三者が関わっているために,

将来の成 り行 きいかんでは,当 該事象の最終的決着自体にも重大な影響を

受けることになるため,金 額を測定すること自体が困難あるいは合理的で

あるいは,当 該事象の決定に経

その判断を予測できず,ま た,

な い場 合 が あ る。 か か る事 項 を,監 査 にお い て は 「未確 定事 項」

(uncertainties)と 称 している。」(傍 線筆者)

この文献で想定されているような,会 社において生起する経済的事象の金額

を経営者が過去の経験等を基礎 にして合理的 に測定することができない状況

や,金 額を測定すること自体が困難あるいは合理的でない場合を,本 稿では,将

来事象の結果を経営者が 「見積 もりできない場合」 と捉えている。問題は,こ の

文献中,監 査人がどのような判断をしているかだが,そ の点は明示 されていない。

もっとも,「金額の合理的測定不能」 という経営者の判断がGAAP準 拠性違
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反に該当すると監査人が判断 した場合は,そ の経営者の判断は監査上除外事項

になるはずだが,こ の状況は鳥羽(2000)が 想定 している状況ではない。先程

の佐藤他(1966)と 同様,鳥 羽(2000,159)は 「除外事項」ではなく 「未確定

事項」について言及 している。 ということは,こ こでの監査人は,「金額の合

理的測定不能」の経営者の判断を除外事項にはしてお らず,監 査人はそうした

経営者の判断には同意 していると考え られていることがわかる。従って,鳥 羽

(2000)は タイプAの 未確定事項に言及 している文献だということになる。

なお以下では,く どい説明を回避するため,見 積もりができない旨の経営者

の判断を監査人がGAAP準 拠性違反 という意味の除外事項 にしている旨の記

述がないことは,い ちいち指摘 しない。同 じことだが,そ のことは 「経営者の

判断に監査人が同意 していること」を逐一指摘 しないことを意味 している。こ

れにより,表 現の違いはともか く,経 営者が財務諸表上で将来事象の結果を測

定できない旨の記述があることを指摘するだけで,そ の文献がタイプAの 未確

定事項に言及 していることを示 したのと同 じ結果が得 られる。

・鳥羽(1994,333)(鳥 羽(1994 ,384-385)に も同様の記述が見 られる。)

「会計上の認識 ・測定が不可能な未確定事項が存在 している場合 この場合

とは,い わゆる重大な未確定事項が存在 している場合である。財務諸表に

重要な影響を及ぼす可能性のある事象の発生原因はすでに生 じているので

あるが,か かる事象が最終的にどのような形で決着するかを経営者 も監査

人も予測することができず,そ のため,そ の事象 を会計的に認識 ・測定す

ることができない場合である。たとえば,被 監査会社を相手取った巨額の

損害賠償責任訴訟や法的請求,税 金をめぐっての税務当局よりの訴訟等は,

その例である。…」(傍 線筆者)

この文献に見 られるような,財 務諸表に重要な影響 を及ぼす可能性のある事

象の将来の結果を会計上認識 ・測定できないことを,本 稿では 「見積 もりがで

きない」 と捉えている。 よって,こ の文献の未確定事項は,タ イプAの 未確定

事項である。
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・ArensandLoebbecke(1976 ,657)

「い くつかの見積もりは,財 務諸表の作成上慣習的に経営者 によってなされ

るが,そ うした見積 もりには,償 却性資産の耐用年数,受 取債権の回収可

能性,そ して棚卸資産やその他の資産の実現可能性がある。通常,こ れら

の項目の合理的な見積 もりを可能にするような十分な証拠がある。 しかし

ながら,時 として,あ る事項の結果について財務諸表が出される時点で合

理的な見積 もりができない状況に監査人が直面することがある。これらの

事項は 「未確定事項」 と定義される。そのような未確定事項の中には,以

下のものが含 まれる。

1.繰 延原価の回収可能性

2.(回 収や支払に関する)法 人税や訴訟に関する偶発事象

3.重 大な受取債権の実現可能性

4.必 要とされる資金の継続的利用可能性」(傍 線筆者)

この文献でも,経営者が合理的な見積 もりができない状況が想定されている。

文献中の 「監査人が直面する」 とは,経 営者の見積 もり不可能 との判断を受け

入れ,同 意 したことだと解釈することになる。 この文献に見 られる未確定事項

もタイプAの 未確定事項である9)。

3.タ イプBの 未確定事項

前節は,タ イプAの 未確定事項に言及 している基準書 とそれ以外の文献 を紹

介 した。本節では,タ イプBの 未確定事項 について触れている文献と事例を紹

介する。これにより,次稿以降の議論を行 うための土台が築かれることになる。

9)ArensandLoebbecke(1988,37)で も,本 文 中 に 示 したArensandLoeb-

becke(1976,657)と 同様 の記 述 が な され て い る。 従 っ て,ArensandLoeb-

becke(1988,37)に 示 され る未確 定 事 項 も,タ イ プAの 未確 定 事項 であ り,そ

の よ うな タイプAの 未 確定 事項 に直面 した場合 の対 応 として,監 査 人が説 明 区分

を記 載す る こ とにな る旨が 記 され てい る(p.38)。
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3-1中 西(1963,206)の 検討

「(c)監査対象の一部の適正性が,そ れのもつ偶発性のために,判 断がつかな

い場合。

例えば,申 告納税額に対 して税務当局が満足 しないで,多 額の更正金額

を賦課するおそれがあるので,被 監査側が計上 した納税引当金額は非常に

少なす ぎるようにも考えられるが,し かし,当 局はそのまま承認すること

もあり得 るので,そ の金額を適正 とも不適正 とも判断を下す ことができな

いとき,な ど。このように,監 査年度にすでに発生している広義の費用な

どで あるが,そ れの実現 される金額が著 し く大 き くな り得 る偶発性

(contingencies)を 強 くもっている場合 にみ られる。発生 した費用 の見

積 による引当金額は,そ れが実現 した際に多少の過不足がある。それのコ

ントロールは,被 監査側も監査人側 も,も たないことが多い。 しか し,そ

の見積測定の基準が,大 幅にせ よ合理的にたてられる場合は,そ の限度内

の金額であれば,そ の引当は適正であるとされうる。例 えば,貸 倒引当が,

当期 は3%か ら5%ま でと推定されれば,そ の域内ならば,い ずれで も正

当な理由があれば承認 されうる。しか し,偶 発性が強ければ,合 理的な基

準があっても,適 正性判断の上からは,規 範力を失 う。貸倒引当も,恐 慌

の気配が濃 くなれば,偶 発性 も強 くなろう。…」(傍 線筆者)

ここでは,被 監査側が納税引当金額を見積 もり計上 していることがわかる。

問題は監査人側の判断だが,こ の文献によると,監 査人は 「その金額を適正と

も不適正 とも判断を下すことがで きない」とされている。 この文献申に見 られ

る 「適正」,「不適正」の概念は,一 貫 して見積 もり額に関連 して使われてお り,

(1):「 見積測定の基準が,大 幅にせよ合理的にたてられる場合は,そ の限度内

の金額であれば,そ の引当は適正であるとされ うる」との記述,及 び(2):「 当

期は3%か ら5%ま でと推定 されれば,そ の域内ならば」 という見積 もり範囲

についての記述から見ると,[1コ:見 積 もり金額が合理的な一定範囲に入 っ

ているか否かによって,[2]:監 査人が見積 もり金額が合理的であるか合理

的でないかを判断し,[3]:そ の合理的であるか合理的でないかの判断が,
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監査人の 「適正」,「不適正」の判断につながると考 えられていることがわかる。

そ うすると,監 査人が 「その金額を適正とも不適正とも判断を下すことがで

きない」状態 は,結 局のところ,「 その見積 もり金額が合理的かどうかが監査

人に判断できない」 ことから生 じていることがわかる。この状況は,本 稿のタ

イプBの 未確定事項である。

3-2PubcoCorporationの ケ ー ス の 検 討

次 に,PubcoCorporation(以 下,「Pubco社 」 とす る。)の1979年 監 査 報 告

書 と財 務 諸 表 脚 注4の 必 要 部 分([図5]と[図6])を 見 て み よ う(決 算 日:

12月31日)10)。

[図5]一[1979年 監査 報告 書]

脚注4に さらに記述されているように,会 社は1977年 に書籍出版権をいくら

か売却することを決定した。会社は,売 却されるその書籍出版権が,そ の売却

を通じて少なくとも簿価に等しい金額で実現可能であると信 じている。しかし

ながら,そ の売却される書籍出版権の最終的な実現価額に関するそのような見

積 も り額 は,監 査 手続 によ って確 か な もの とされ た わけで は ない(notsuscepti一

bletosubstantiationbyauditingprocedures)。 これ らの書 籍 出版 権 の処 分 に

よっ て最 終 的 に実 現 され る実 際 の金 額 は,貸 借対 照 表 上 の金 額 よ りも大 きいか

も しれ ない し,小 さい か も しれ ない。

●・.・ ● ・ ●oo

我 々の意 見 で は,2つ 前 の段 落(「 脚注4に さ らに～」 か ら始 ま る段 落一 筆 者

注)に 示 され てい る よ うな,書 籍 出版権 の売 却 に よ って 実現 され る最 終 的 な金

額を知 り得ていたならば必要になったであろう修正の影響一 もしあれば一 を受

けて は い るが(subjectto),上 で言 及 した財 務 諸 表 は,一 般 に認 め られ た会 計

原 則 に継続 的 に準 拠 して,1979年 及 び1978年12月31日 時点 のPubcoCorporation

とそ の子 会 社 の財 政 状 態 と,両 日を もっ て終 了 す る年 度 の経 営 成績 及 び財 政 状

態 の変動 の 結果 を適 正 に表示 してい る。

(傍線 筆 者)

10)本 稿,別 稿 以 降 及 び次 稿 以 降 の議 論 にお い て 紹介 す る米 国の 事例 は(本 稿 脚注

6の2つ の ケー ス を含 め て),LexisNexisAcademicよ り入手 した もので ある。



2つ のタイプの未確定事項 179

[図6]一[脚 注4]

1978年9月6日 に,会 社 は 「ア フ リカ系 ア メ リカ人 の生 活 と歴 史 の国 際全 集」

(以下,「 全 集」 とす る。)の 限 定 出版 権 及 び世 界 規模 に よ る頒布 権 の 販売 契 約

を締結 した(1979年7月31日 に改訂)。 この取 引 に よる利益 は,割 賦基 準 によ っ

て1978年 に認識 された。

1979年4月22日 に,会 社 経 営 者 は,上 に記 した 契約 に基 づ い て,「 全 集 」 に関

す る権利 は売買対 象 に しな い こ とを決 定 した。 この権 利 の簿価 は,1979年12月31

日及 び1978年12月31日 そ れ ぞ れ の時 点 で322,635ド ル,356,892ド ルで あ り,財

務 諸 表上 そ の他 の資 産 に含 め られ てい る。 売買 対 象 にな って い る残 りの権 利 に

の で,書 籍 出版権 につ い て会社 は,1979年1月1日 以 降原価 回収 法 を採 用 した。

(傍線 筆者)

まず問題になるのは,監 査報告書中の 「書籍出版権の最終的な実現価額に関

するそのような見積 もり額は,監 査手続によって確かなものとされたわけでは

ない」(※1)と の記述である。調べてみればす ぐわかるように,紹 介 した監

査報告書の部分及 び本稿では省略 した監査報告書の部分を通 じて,Pubco社

の監査人TOUC且EROSS&CO.が 監査範囲の制限について触れたところはな

かった。 よって,上 記※1の 記述 は,監 査範囲の制限を理由としたものではな

いことになる。

次に,紹 介 したPubco社 財務諸表の脚注4最 終段落の 「書籍出版権 を売却

することによって最終的に実現できる金額は決定できない」(※2)と の記述

であるが,※2が 「最終的に実現できる金額の合理的な見積 もりができない」

ことを即座に意味すると考え,そ の 「見積 もりがで きない」 との経営者の判断

をPubco社 の監査人が除外事項 にしていないので,こ のPubco社 の監査報告

書 はタイプBで はな く,タ イプAの 未確定事項を想定 しているのではないか,

との批判(以 下,適 宜 「★の批判」 とする。)が,本 稿に対 してなされる可能

性がある。
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しか し,結 論から言うと,こ の批判は誤 りである。この批判は,将 来事象の

「最終的な結果が決定で きない」=「 見積 もりできない」 と考えているが,そ

うした思考 自体が実は自明ではない。解釈 としては,「最終的な結果が決定で

きない」=「 見積 もりできない」の図式はあ り得る(正 確 には,そ の図式を論

証を通 じて排除できない。)。しか し,タ イプAで もBで も,未 確定事項が将来

に何 らかの事象が 「実際に」起 こることをもともと前提 にした概念であること

を勘案すれば11),前 段落※2の 記載については,「経営者は書籍出版権の見積

もり額を認識 はしているが,将 来,売 却によって最終的にその見積 もり額通 り

の帰結が生 じるか どうか までは 「決定できない」 という解釈」(※3)も 当然

成 り立つはずである([図7])12)。 しかし,前 段落に紹介 した★の批判 は,※

3の 解釈 を無視 したまま,Pubco社 の監査報告書が タイプAの 未確定事項を

想定していると主張 している。それは中身 として脆い批判であることをまず指

摘 してお く。

[図7]

(1)/ 最終的な結果が決定できない

見積 もりできない

＼(2)

見積もりはできるが,将 来その

見積 もり額通りの帰結が生じる
かどうかが決定できない

11)現 に,先 に紹 介 した 中西(1963,206)で も,「 …発 生 した費用 の見積 に よる引 当

金 額 は,そ れ が実 現 した際 に多少 の過 不足 が あ る。 …」 とされ て い た。 この 記

述 は,見 積 も り額 と将 来 に実 際 に事象 が 起 こっ た場 合 のそ の 金額 が 必 ず しも一

致 しない こ とに注 目した記述 であ ろ う。

12)前 節 で は,将 来 に起 こ る事象 の結 果 の 当期 の財 務 諸 表へ の 影響 額 を決定 す る こ

と を 「見積 も り」 とい う概 念 で捉 えて い る 旨指摘 した。 即 ち,「(当 期 の財 務 諸

表へ の影響 額 の)決 定 」=「 見積 も り」で あっ た。しか し,だ か らとい って,「(最

終 的 な結 果 が)決 定 で きない=見 積 も りで きない」にな る とは 限 らない。同 じ 「決

定」 で も,括 弧 書 きに示 した よ うに,中 身 が異 なっ てい る こ とに注 意 して い た

だ きた い。
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一方 ,財 務諸表脚注4の 「売買対象になっている残 りの権利に関 して,… そ

れぞれの時点の簿価である2,904,831ド ル及び2,920,779ド ルで実現できるだろ

うと信 じている」 との記述に注 目しよう。Pubco社 の経営者が信 じていると

ころの実現価額 と 「見積 もり額」 との関係であるが,同 社の監査人は,監 査報

告書中で 「その売却 される書籍出版権の最終的な実現価額に関す るそのような

見積 もり額は,… 」 と指摘 している。この記述か ら見ると,財 務諸表脚注4に

「見積 もり」と明示 されているわけではないが,監 査人にとっては,書 籍出版

権の簿価は経営者の 「見積 もり額」を表 していると判断されたことがわかる。

そ して,(1):監 査報告書中の 「そのような見積 もり額は,監 査手続によって

確かなものとされたわけではない」との記述,及 び(2):そ の記述の後に続 く,

書籍出版権が見積 もり数値通 りに実現できない可能性 を示唆する 「これ らの書

籍出版権の処分によって最終的に実現される実際の金額は,貸 借対照表上の金

額 よりも大 きいか もしれない し,小 さいかもしれない」とい う監査人の判断を

表 した記述,そ して,(3):監 査人が監査報告書 にGAAP準 拠性違反の除外事

項 を付 しておらず,無 限定適正意見も表明していないこと,(4):監 査人の対応

は,(1),(2)を 踏 まえた上で,「書籍出版権の売却によって実現 される最終的な

金額を知 り得ていたならば必要になったであろう修正の影響一 もしあれば一を

受けてはいるが」 という形で,経 営者の見積 もり額は当期の財務諸表に反映 さ

れているものの,将 来に 「実際に」発生する事象の結果の金額的影響 は,当 期

の財務諸表に反映されていないという意味で,財 務諸表が未確定の影響を受け

ていることを指摘 しているsubjecttoopinionで あったことから,こ の監査報

告書について次のことが推察 される。

それは,こ の監査人は,見 積 もり金額が正 しいか どうかが判断できなかった

結 果,subjecttoopinionを 選 択 した とい う こ とで あ る 。 ま た,も し この 監 査

報告書が タイプAの 未確定事項に言及 しているのだと解釈 したとすると,そ の

解釈 は前段落(1)の記述 と矛盾するであろう。

一方
,本 稿のタイプBの 未確定事項の概念は,経 営者が 「見積 もり」 という

表現を使っているかどうか とは独立に成立する。背景の記述か ら見て,経 営者
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が認識 している財務諸表項 目が監査人にとって見積 もり数値 と判断されて,そ

うした見積 もり数値が正 しいかどうかが監査人に判断できていなければ,そ の

状況(あ るいは,そ の見積 もり項 目)は タイプBの 未確定事項である。そうす

ると,紹 介 した監査報告書及び財務諸表脚注記載分析 からは,Pubco社 の監

査人が直面 していた状況は,「 最終的な結果が決定で きない」=「 見積 もりで

きない」の図式([図7]の(1))を 前提にしたタイプAの 未確定事項ではな く,

[図7]の(2)を 前提 にしたタイプBの 未確定事項だったということになる。従っ

て,5段 落前に示 した★の批判は,誤 りであることがわかる。

す ぐわかるように,Pubco社 の監査人が タイプBの 未確定事項に直面 して

いることを論証するだけであれば,問 題のPubco社 財務諸表脚注4の 「書籍

出版権 を売却することによって最終的に実現できる金額は決定で きない」の記

述を無視 して,監 査報告書の記載だけに注 目し,Pubco社 の監査報告書がタ

イプBの 未確定事項 に言及 している旨を主張することはできた。 しか し,あ え

て当該記述を取 り上げて議論の対象に したのは,「最終的な結果が決定できな

い」=「 見積 もりできない」の図式が 自明ではないことを示すことを意図した

か らであり,ま た,筆 者が別稿以降で紹介する事例 について,[「 最終的な結果

が決定できない」旨の記述が見 られる。⇒見積 もりができないことを意味する。

⇒ タイブAの 未確定事項である。]式 の短絡的思考(及 びそれに基づ く批判)

が展開されることに注意を促すことを意図したか らである。

4.本 稿のまとめと今後の課題 ・展望

本稿は,未 確定事項 をタイプAとBに 識別した。両未確定事項の定義は,1

節の[図1]を 参照 していただきたい。なぜ このような区別を行 うのか と言え

ば,そ れによって監査人の対応が違ってくるか らであり,そ の区別によって,

文献や制度がそのような監査人の対応を導 く状況識別を行 っているのか,あ る

いは行っていないのか,行 っていないとしたらそれによって財務諸表利用者や

監査人にどのような問題が生 じるのかを新たに探求する視点が得 られるか らで
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ある。そうした視点は,将 来の監査制度設計に向けて,有 効なものであろう。

こうした全体像を視野に置 き,本 稿2節 では,紹 介する基準書や文献がタイ

プAの 未確定事項に言及 していることを説明した。その説明の際重要だったの

が,将 来事象の結果について 「合理的な見積 もりができない」 との経営者の判

断を監査人が除外事項に していないという点であ り,監 査人はそ うした経営者

の判断には同意 しているとい う点であった。一方,3節 では,タ イプBの 未確

定事項に言及 している文献(中 西(1963))と 事例(Pubco社 のケース)を 紹

介し,同 時に将来発生する事象の 「最終的な結果が決定できない」=「 見積 も

りで きない」の図式([図7コ の(1))は,少 な くともタイプAだ けでなくタイ

プBの 未確定事項 も視野に入れた筆者か ら見れば,自 明ではないことも示 した。

タイプAで もBで も,本 稿の未確定事項は,将 来に発生する事象の結果が将

来に金額的に重要な影響 を与えるものを前提にしたが,金 額によっては将来「継

続企業の前提不成立」に至 らせるような事象 もあるだろう。そうすると,当 期

の財務諸表の監査上では,「継続企業の前提に疑義を生 じさせる要因」として,

タイプAとBの 未確定事項 を想定する必要がある。タイプBの 未確定事項であ

れば,経 営者の引当金の計上額がゼロやごく少額の場合の 「見積 もり」 を考え

ることになり,ゴーイング ・コンサー ンベース自体は適用可能 との判断の もと,

監査人にとって,そ うした財務諸表上の経営者の判断が合理的か どうかが決定

できない状況が まず問題になるだろう。こうしたいわゆる 「ゴーイング ・コン

サー ン問題」を視野に入れた記述は本稿ではで きなかったので,こ の点は次稿

以降の課題であるが,本 稿では基本的な視点を提示するにとどめる。

筆者の未確定事項 プロジェクトは,ま だ始まったばか りである。
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